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議第　　号

　（総　則）

第１条　平成２７年度高山市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１） 給 水 件 数 ３３，０００ 件

　（２） 年 間 総 給 水 量 １３，３０１，０００ ㎥

　（３） 一 日 平 均 給 水 量 ３６，４４１ ㎥

　（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 費 ６０３，３１６ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入　

　第１款　水　道　事　業　収　益 ２，１８８，４００ 千円

　　第１項　営　業　収　益 １，８０７，８６０ 千円

　　第２項　営　業　外　収　益 ３８０，５４０ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出　

　第１款　水　道　事　業　費　用 １，９１３，１００ 千円

　　第１項　営　業　費　用 １，６５３，７２５ 千円

　　第２項　営　業　外　費　用 ２４０，２７５ 千円

　　第３項　特　別　損　失 ９，１００ 千円

　　第４項　予　備　費 １０，０００ 千円

平成２７年度　高山市水道事業会計予算



　９，７５７千円で補てんするものとする。）。

　第１款　資　本　的　収　入 ３４４，０００ 千円

　　第１項　工　事　負　担　金 ４４，０００ 千円

３００，０００ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第１款　資　本　的　支　出 １，０８９，８００ 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 ６０３，３１６ 千円

　　第２項　企　業　債　償　還　金 ４８６，４８４ 千円

　（特例的収入及び支出）

　及び４０，０００千円と定める。

　（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

　（資本的収入及び支出）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額７４５，８００

　千円は、当年度分損益勘定留保資金７２１，９４５千円、当年度分消費税資本的収支調整額１４，０９８千円及び減債積立金

償還の方法

原水及び浄水施設費、配水
施設拡張費及び施設改良費

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務はそれぞれ６４，０００千円

　　第２項　企　業　債

３００，０００千円
普通貸借又は

証 券 発 行

  ４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、借入先と協定し、その条件に
従うものとする。ただし、企業財
政の都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し、もしくは、繰上
償還又は低利に借換えすることが
できる。



　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）消　費　税

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職　員　給　与　費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、１６，０００千円と定める。

　　　平成２７年３月２日提出

　　　　　　　　　　　　　　　高山市長　　　國　島　　芳　明

２００，７４０
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（単位：千円）

 1. 水道事業収益 2,188,400 [内　消費税額　132,753]

 1. 営業収益 1,807,860 [内　消費税額　132,749]

 1. 給水収益 1,784,000 水道料金

 2. その他営業収益 23,860 給水収益以外の営業収益

 2. 営業外収益 380,540 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 預金等の利息

 2. 長期前受金戻入 192,080 長期前受金の収益化

 3. 雑収益 183,450 水道事業負担金等

平成２７年度　高山市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 水道事業費用 1,913,100 [内　消費税額　39,470]

 1. 営業費用 1,653,725 [内　消費税額　38,729]

 1. 原水及び浄水費 444,176 原水の取水設備、浄水設備及び計量設備の維持管理に要する費用

 2. 配水及び給水費 139,236 配水管、配水に係る設備、給水設備、量水器の維持管理及び漏水

防止作業に要する費用

 3. 総係費 156,188 料金の調定、収納及び検針その他の事務に要する費用並びに事業

全般に要する費用

 4. 減価償却費 863,875 固定資産の減価償却費

 5. 資産減耗費 50,150 有形固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

 6. その他営業費用 100 材料売却原価等

 2. 営業外費用 240,275

 1. 支払利息及び企業債 161,925 企業債利息等

取扱諸費

 2. 消費税 78,000

 3. 雑支出 350 不用品売却原価等

 3. 特別損失 9,100

 1. その他特別損失 9,100 過年度分引当金繰入額

 4. 予備費 10,000 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

支　　　　　　　　出



（単位：千円）

 1. 資本的収入 344,000 [内　消費税額　1,185]

 1. 工事負担金 44,000 [内　消費税額　1,185]

 1. 工事負担金 44,000 建設又は改良工事に対する負担金

 2. 企業債 300,000

 1. 企業債 300,000

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的支出 1,089,800 [内　消費税額　37,431]

 1. 建設改良費 603,316 [内　消費税額　37,431]

 1. 原水及び浄水施設費 123,924

 2. 配水施設拡張費 59,260

 3. 施設改良費 416,132

 4. 営業設備費 4,000

 2. 企業債償還金 486,484

 1. 企業債償還金 486,484

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



１．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　当年度純利益 260,017

　　減価償却費 863,875

　　固定資産除却費 49,150

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,000

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 1,375

　　長期前受金戻入 △ 192,080

　　受取利息及び配当金 △ 5,010

　　支払利息及び企業債取扱諸費 161,925

　　未収金の増減額（△は増加） △ 1,256

　　未払金の増減額（△は減少） △ 33,749

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 985

　　小計 1,115,232

　　利息及び配当金の受取額 5,010

　　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 161,925

　業務活動によるキャッシュ・フロー 958,317

平成２７年度高山市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）



２．投資活動によるキャッシュ･フロー 千円

　　有形固定資産の取得による支出 △ 561,885

　　工事負担金等による収入 42,815

　投資活動によるキャッシュ･フロー △ 519,070

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 300,000

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 486,484

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 186,484

　資金増減額 252,763

　資金期首残高 2,023,078

　資金期末残高 2,275,841



特別職 一般職

人 （-）人

4       19

（-）人

0        7

（-）人

4       26

（-）人

4       18

（-）人

0        7

（-）人

4       25

（-）人

0        1

（-）人

0        0

（-）人

0        1

給  　　　　　　与  　　　　　　費
法 定 福 利 費 合     計 備     考

　給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数
区　  　　分

１．総　　括

報    酬 給    料 手    当 計

千円 千円

9,115

36,597

9,051 48,543

13,909 40,722

千円 千円

27,482 150,903123,42141,013

54,922 200,740

25,416 137,682

49,837

37

2,130 14,515

千円 千円

管理職員特
別勤務手当

勤勉手当 寒冷地手当

75,176 37,017 112,266

0

164,143

3,996 11,155

扶養手当

102,078

26,902 12,590 39,492

7,033 5,315 12,385

　（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外数で表示。

期末手当管理職手当
時間外勤務
手　　　当

通勤手当

49,607 151,758 34,467 186,225

本
 
年
 
度

110 82,298

110 109,111

資本勘定支弁職員

合　　　計

損益勘定支弁職員

0 26,813

千円 千円

住居手当

1,723

14,915

千円

0276 343 227 9 1,694

24

324 1,215 3,270 1,427

5,106 600 1,558 3,497 1,436

千円 千円 千円

△ 89 1,319 1,230 64 1,294

7,122 2,066 13,221

2,323 221

24,148 12,592 24

千円

25,842 1,944

千円 千円

区    　  分

本   年   度

前   年   度

比    　  較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

0

73

73

手 当 の 内 訳

37

前
 
年
 
度

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

222

4,884



千円 千円 千円

給     料 7,033  1.給与改定に伴う増減分 226 226   給与改定の状況

  　前  年  度   給料の改定率   　 0.31％

 　　　 　　　   給与の改定実施月  　 4月

   

 2.昇給に伴う増加分 1,531 1,531

 3.その他の増減分 5,276

5,276

手     当 5,315  1.制度改正に伴う増減分 1,561 通勤手当 140
勤勉手当 1,421

 2.その他の増減分 3,754 扶養手当 222
住居手当 276
通勤手当 203
時間外勤務手当 227
管理職手当 9
期末手当 1,694
勤勉手当 902
寒冷地手当 221

職員異動給料差等

２．給料及び手当の増減額の明細

区     分 増 減 額  増  減  事  由  別  内  訳 説        明 備　　　　　　　　考



平成27年4月1日現在

平成26年4月1日現在

（２）　初　任　給 

高　　 　校　 　　卒 142,100

大　 　　学　 　　卒 174,200

平 均 年 齢　       （歳）

平 均 給 料 月 額　 （円）

平 均 給 与 月 額　 （円）

３．給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

区                         分 備              考企 業 職

44.92

348,725

376,599

46.96

一 般 会 計 の 制 度
区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額　 （円）

一 般 行 政 職 (円)
備　　　　　　　　考企  業　職 　(円)

平 均 給 与 月 額　 （円）

平 均 年 齢　       （歳）

339,428

365,588

174,200

142,100



( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

区　　　　　　　　分 7級

（３）　級　別　職　員　数

企　　　　業　　　　職
区　　　　　　　　分

級 職員数 (人) 構成比 (%)

7級 1 3.8 ( － )

備　　　　　　 考

5級 4 15.4 ( － )

6級 1 3.8 ( － )

3級 2 7.8 ( － )

4級 16 61.6 ( － )

1級 1 3.8 ( － )

2級 1 3.8 ( － )

計 26 100.0 ( － )

6級 1 4.0 ( － )

7級 1 4.0 ( － )

4級 11 44.0 ( － )

5級 6 24.0 ( － )

備　　　考

 　　　（級別の標準的な職務内容）

計 25 100.0 ( － )

1級

3級 4 16.0 ( － )

2級 1 4.0 ( － )

平成27年4月1日現在

平成26年4月1日現在

主  事　補企　　業　　職 部      長 課      長 主      幹

6級 5級 4級

1 4.0 ( － )

　（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る職員数及び構成比を外数で表示。

主      査 主      任 主      事

3級 2級 1級



企　業　職 備　　  　　考

26

16

 1号給(人) 1

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 11

 5号給(人) 0

 6号給(人) 3

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

61.5

25

20

 1号給(人) 1

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 14

 5号給(人) 0

 6号給(人) 4

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

80.0

（４）　昇　給　

 　 職    員    数（Ａ）（人）

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

本　　年　  度
号 給 数 別 内 訳

前　　年　  度

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

 　 職    員    数（Ａ）（人）

号 給 数 別 内 訳



区　　  　　分
最高限度

　　　　(月分）

支   給   率　 (%)

支給対象職員数  (人)

（７）　地域手当

（５）　期末手当・勤勉手当

支  給  期  別  支  給  率 支  給  率  計 職制上の段階、職務の
区　  　　分 備　　　　考

（ 月  分 ） 級等による加算措置6月（月分） 12月（月分）

（2.10）

3.95
有

－ －支   給   率   等

（2.15）

4.10
有

前 年 度
（0.975）

1.90 

（1.125）

2.05 

本 年 度
（1.00） 

1.975

（1.15） 

2.125

定 年 前 早 期 退 職 特 例
措置（2％～45％加算）

－

一 般 会 計 の 制 度
（1.00） 

1.975

（1.15） 

2.125

　（注）　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率を表示。

（2.15）

4.10

20年勤続の者
　　　　(月分）

有

25年勤続の者
　　　　(月分）

35年勤続の者
　　　　(月分）

（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

 その他の加算措置等 備　　　　　考

－－

－

25.55625 34.5825

－

一般会計の制度 (支給率等) 49.59 49.59



区　　  　　分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

（８）　特殊勤務手当

区              分 全      職      種 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給料総額に対する比率  (%) －

支給対象職員の比率  (%) －

（９）　その他の手当

同　　　じ  

代表的な特殊勤務手当の名称

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

同　　　じ

同　　　じ



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,147,868
　　ロ　建物 1,381,727
　　　　減価償却累計額 △ 657,844 723,883
　　ハ　構築物 33,083,604
　　　　減価償却累計額 △ 15,234,539 17,849,065
　　ニ　機械及び装置 6,207,816
　　　　減価償却累計額 △ 4,677,136 1,530,680
　　ホ　車両運搬具 9,046
　　　　減価償却累計額 △ 8,594 452
　　ヘ　工具、器具及び備品 48,692
　　　　減価償却累計額 △ 45,206 3,486
　　ト　建設仮勘定 55,922
　　　有形固定資産合計 21,311,356
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 2,747
　　ロ　施設利用権 56
　　　無形固定資産合計 2,803
　　　固定資産合計 21,314,159
２．流動資産
（１）現金・預金 2,275,841
（２）未収金 219,300
　　　貸倒引当金 △ 16,600 202,700
（３）貯蔵品 12,416
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,491,957
　　　資産合計 23,806,116

平成２７年度高山市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（平成２８年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 6,709,298
（２）引当金
　　イ　修繕引当金 4,000
　　　固定負債合計 6,713,298
４．流動負債
（１）企業債 493,463
（２）未払金 195,166
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 11,621
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 701,250
５．繰延収益
（１）長期前受金 8,626,989
　　　長期前受金収益化累計額 △ 3,997,069
　　　繰延収益合計 4,629,920
　　　負債合計 12,044,468

６．資本金
（１）資本金 9,560,117
　　　資本金合計 9,560,117
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,175,102
　　ロ　建設改良積立金 734,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 269,774
　　　利益剰余金合計 2,178,973
　　　剰余金合計 2,201,531
　　　資本合計 11,761,648
　　　負債資本合計 23,806,116

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



１．営業収益 千円 千円 千円

　（１）給水収益 1,390,133

　（２）その他営業収益 20,142 1,410,275

２．営業費用

　（１）原水及び浄水費 315,379

　（２）配水及び給水費 131,740

　（３）総係費 133,997

　（４）減価償却費 605,021

　（５）資産減耗費 30,800

　（６）その他営業費用 96 1,217,033

　　　営業利益 193,242

３．営業外収益

　（１）受取利息及び配当金 5,010

　（２）長期前受金戻入 120,502

　（３）雑収益 22,100 147,612

平成２６年度高山市水道事業損益計算書（前年度分）

　（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）



４．営業外費用 千円 千円 千円

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 98,170

　（２）繰延勘定償却 131

　（３）雑支出 897 99,198 48,414

　　　経常利益 241,656

５．特別損失

　（１）その他特別損失 17,300 17,300 △ 17,300

６．予備費

　（１）予備費 9,259 9,259 △ 9,259

　　　当年度純利益 215,097

　　　前年度未処分利益剰余金 0

　　　その他の未処分利益剰余金変動額 1,254

　　　当年度未処分利益剰余金 216,351



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 701,985
　　ロ　建物 827,609
　　　　減価償却累計額 △ 307,485 520,124
　　ハ　構築物 23,074,314
　　　　減価償却累計額 △ 10,491,923 12,582,391
　　ニ　機械及び装置 3,582,958
　　　　減価償却累計額 △ 2,600,719 982,239
　　ホ　車両運搬具 9,046
　　　　減価償却累計額 △ 8,594 452
　　ヘ　工具、器具及び備品 45,769
　　　　減価償却累計額 △ 42,335 3,434
　　ト　建設仮勘定 10,406
　　　有形固定資産合計 14,801,031
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 3,077
　　ロ　施設利用権 71
　　　無形固定資産合計 3,148
　　　固定資産合計 14,804,179
２．流動資産
（１）現金・預金 1,943,280
（２）未収金 154,044
　　　貸倒引当金 △ 6,600 147,444
（３）貯蔵品 12,381
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,104,105
　　　資産合計 16,908,284

平成２６年度高山市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（平成２７年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 3,758,340
（２）引当金
　　イ　修繕引当金 4,000
　　　固定負債合計 3,762,340
４．流動負債
（１）企業債 271,453
（２）未払金 188,915
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 10,246
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 471,614
５．繰延収益
（１）長期前受金 5,594,966
　　　長期前受金収益化累計額 △ 2,287,321
　　　繰延収益合計 3,307,645
　　　負債合計 7,541,599

６．資本金
（１）資本金 7,423,917
　　　資本金合計 7,423,917
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,069,762
　　ロ　建設改良積立金 634,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 216,351
　　　利益剰余金合計 1,920,210
　　　剰余金合計 1,942,768
　　　資本合計 9,366,685
　　　負債資本合計 16,908,284

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による。 

・主な耐用年数 

建物        １５～５０年 

構築物       ４０年 

機械及び装置    １０～１５年 

車両運搬具     ４～５年 

工具、器具及び備品 ５～１５年 

(2) 無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

水利権       １０年 

２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職手当は、高山市一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

(2) 賞与等引当金 

職員の期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権等の回収不能見込額を計上している。 

 



３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、高山市一般会

計が負担すると見込まれる額は１，８２３，７１６千円である。 

２ 引当金の取崩し 

(1) 賞与等引当金の取崩し 

当年度において、期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金を支出するため、賞与等引当金１１，５４６千

円を取崩す。 

 

Ⅲ その他の注記  

 １ 高山市簡易水道事業の統合 

当年度より、高山市簡易水道事業の資産、負債等をすべて引き継いで、財務諸表等を作成している。 

 

 

 

 

  



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業収益 2,188,400 1,666,300 522,100 [内　消費税額　132,753]

 1. 営業収益 1,807,860 1,518,684 289,176 [内　消費税額　132,749]

 1. 給水収益 1,784,000 1,498,000 286,000  1. 水道料金 1,784,000

 2. その他営業収益 23,860 20,684 3,176  1. 手数料 2,290 工事検査手数料 1,140

再開栓手数料 1,140

指定工事店手数料 10

 2. 他会計負担金 21,470 水利施設維持管理負担金 9,300

下水道使用料事務負担金 7,190

農業集落排水使用料事務負担金 830

管理事務費負担金 4,150

 3. 雑収益 100

 2. 営業外収益 380,540 147,616 232,924 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 5,010 0  1. 預金利息 5,000

 2. 貸付金利息 10

 2. 長期前受金戻入 192,080 120,502 71,578  1. 長期前受金戻入 192,080

 3. 雑収益 183,450 22,104 161,346  1. 不用品売却収益 50

 2. その他雑収益 183,400 水道事業負担金等 183,400

比　　較前　年　度本　年　度目

平成２７年度　高山市水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

項款 説　　　　　明
節

区 分



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業費用 1,913,100 1,438,000 475,100 [内　消費税額　39,470]

 1. 営業費用 1,653,725 1,247,849 405,876 [内　消費税額　38,729]

 1. 原水及び浄水費 444,176 338,780 105,396  1. 給料 13,860 企業職　 ３人

 2. 手当 4,942 扶養手当 606

通勤手当 110

時間外勤務手当 436

期末手当 2,289

勤勉手当 1,234

寒冷地手当 267

 3. 賞与等引当金繰入額 1,956

 5. 報酬 110 水源地域保全審議会委員報酬 ４人

 6. 法定福利費 4,317 共済組合負担金 4,317

 7. 旅費 175 費用弁償 175

 8. 退職給付費 2,079 職員退職手当基金積立負担金 2,079

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 50 消耗品費 50

 13. 燃料費 460 自動車用燃料費 460

 19. 委託料 384,560 水質検査等委託料 20,880

指定管理業務委託料 363,680

 20. 手数料 2,150 汚泥処理手数料 2,100

検査等手数料 50

 21. 賃借料 1,238 土地借上料 435

自動車借上料 670

電算機器等借上料 133

 22. 修繕費 28,100 機械修繕費 10,000

浄水場等施設修繕費 18,000

自動車修繕費 100

区 分

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明



金　　額

 33. 負担金 119 丹生川ダム施設管理負担金 119

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 2. 配水及び給水費 139,236 135,859 3,377  1. 給料 30,588 企業職　 ８人

 2. 手当 11,681 扶養手当 996

住居手当 324

通勤手当 293

時間外勤務手当 1,068

期末手当 4,940

勤勉手当 2,688

寒冷地手当 532

児童手当 840

 3. 賞与等引当金繰入額 4,237

 6. 法定福利費 9,546 共済組合負担金 9,546

 8. 退職給付費 4,589 職員退職手当基金積立負担金 4,589

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 1,060 消耗品費 810

工事用消耗器材費 250

 13. 燃料費 970 自動車用燃料費 970

 16. 印刷製本費 300

 19. 委託料 20,350 量水器取替業務等委託料 20,350

 20. 手数料 50 自動車点検手数料 50

 21. 賃借料 1,205 土地借上料 479

自動車借上料 644

機械器具借上料 82

 22. 修繕費 52,500 量水器修繕費 13,000

配水管等修繕費 39,300

自動車修繕費 200

 29. 材料費 2,000 工事用材料費 1,300

庫出材料費 700

 30. 補償金 100

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 総係費 156,188 137,289 18,899  1. 給料 37,850 企業職 ８人

 2. 手当 15,342 扶養手当 1,728

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度



通勤手当 640

時間外勤務手当 1,180

管理職手当 1,436

管理職員特別勤務手当 24

期末手当 6,083

勤勉手当 3,691

寒冷地手当 560

 3. 賞与等引当金繰入額 5,428

 6. 法定福利費 11,886 共済組合負担金 11,886

 7. 旅費 200 普通旅費 200

 8. 退職給付費 5,678 職員退職手当基金積立負担金 5,678

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 1,500 消耗品費 1,500

 16. 印刷製本費 3,400

 17. 通信運搬費 4,140 郵便料等 4,140

 19. 委託料 58,320 検針委託料 34,500

電算委託料 3,400

機械器具保守点検等委託料 5,820

当番業務委託料 8,100

給水申請業務委託料 6,500

 20. 手数料 3,970 口座振替手数料 3,950

諸手数料 20

 21. 賃借料 3,467 機械器具借上料 3,467

 30. 補償金 100

 31. 研修費 400

 33. 負担金 400 日本水道協会負担金 385

下切町町内会負担金 15

 34. 保険料 1,787 自動車保険料 170

損害賠償任意保険料 719

火災保険料 517

検針員傷害保険料 381

 36. 貸倒引当金繰入額 2,200

 38. 雑費 70 公租公課費 20

その他雑費 50



金　　額

 4. 減価償却費 863,875 605,021 258,854  1. 有形固定資産減 863,530 建物 30,782

価償却費 構築物 669,620

機械及び装置 163,033

工具、器具及び備品 95

 2. 無形固定資産減 345 水利権 330

価償却費 施設利用権 15

 5. 資産減耗費 50,150 30,800 19,350  1. 固定資産除却費 49,150 構築物 42,590

機械及び装置 6,560

 2. たな卸資産減耗費 1,000

 6. その他営業費用 100 100 0  1. 材料売却原価 50

 2. 雑支出 50

 2. 営業外費用 240,275 162,851 77,424

 1. 支払利息及び企業債 161,925 98,170 63,755  1. 企業債利息 160,925

取扱諸費  2. 借入金利息 1,000

 2. 消費税 78,000 64,200 13,800  1. 消費税 78,000

 3. 雑支出 350 350 0  1. 不用品売却原価 50

 2. その他雑支出 300

繰延勘定償却 0 131 △131

 3. 特別損失 9,100 17,300 △8,200

 1. その他特別損失 9,100 17,300 △8,200  1. その他特別損失 9,100 過年度分賞与等引当金繰入額 1,300

過年度分貸倒引当金繰入額 7,800

 4. 予備費 10,000 10,000 0 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000 10,000 0

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的収入 344,000 136,000 208,000 [内　消費税額　1,185]

 1. 工事負担金 44,000 36,000 8,000 [内　消費税額　1,185]

 1. 工事負担金 44,000 36,000 8,000  1. 工事負担金 44,000 配水管増強工事負担金 10,000

下水道等工事負担金 27,200

未給水地区解消工事負担金 6,000

消火栓設置負担金 800

 2. 企業債 300,000 100,000 200,000

 1. 企業債 300,000 100,000 200,000  1. 企業債 300,000 上水道事業債 300,000

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 本　年　度 前　年　度



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的支出 1,089,800 664,500 425,300 [内　消費税額　37,431]

 1. 建設改良費 603,316 396,855 206,461 [内　消費税額　37,431]

 1. 原水及び浄水施設費 123,924 108,580 15,344  1. 給料 7,552 企業職　 ２人

 2. 手当 4,545 扶養手当 606

通勤手当 51

時間外勤務手当 254

期末手当 1,859

勤勉手当 997

寒冷地手当 178

児童手当 600

 6. 法定福利費 2,614 共済組合負担金 2,614

 8. 退職給付費 1,133 職員退職手当基金積立負担金 1,133

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 36,500 設計等委託料 36,500

 25. 工事請負費 71,000 取水浄水施設等改良工事費

 30. 補償金 200

 38. 雑費 30 その他雑費 30

 2. 配水施設拡張費 59,260 53,973 5,287  1. 給料 7,321 企業職　 ２人

 2. 手当 4,482 扶養手当 390

住居手当 276

通勤手当 365

時間外勤務手当 197

期末手当 1,739

勤勉手当 955

寒冷地手当 140

児童手当 420

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分



 6. 法定福利費 2,523 共済組合負担金 2,523

 8. 退職給付費 1,099 職員退職手当基金積立負担金 1,099

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 13. 燃料費 20 自動車用燃料費 20

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 8,000 設計等委託料 8,000

 20. 手数料 55 自動車点検等手数料 55

 22. 修繕費 100 自動車修繕費 100

 25. 工事請負費 35,000 配水管増強工事費

未給水地区解消工事費

 30. 補償金 300

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 施設改良費 416,132 230,302 185,830  1. 給料 11,940 企業職　 ３人

 2. 手当 6,187 扶養手当 780

通勤手当 99

時間外勤務手当 362

期末手当 2,848

勤勉手当 1,546

寒冷地手当 267

児童手当 285

 6. 法定福利費 3,978 共済組合負担金 3,978

 8. 退職給付費 1,791 職員退職手当基金積立負担金 1,791

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 10,830 設計等委託料 10,500

電算委託料 330

 21. 賃借料 126 機械器具借上料 126

 25. 工事請負費 380,800 配水管布設替工事費

消火栓改良工事費

 30. 補償金 100



金　　額

 38. 雑費 30 その他雑費 30

 4. 営業設備費 4,000 4,000 0  1. 営業設備費 4,000 庫出量水器 4,000

 2. 企業債償還金 486,484 267,645 218,839

 1. 企業債償還金 486,484 267,645 218,839  1. 元金償還金 486,484

節
説　　　　　明

区 分
款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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